
１．回答者の概要

(1) 組織別(ＳＡ)
No. カテゴリー名 回答数 ％

1 企業 389 63.7

2 組合 222 36.3

611 100

(2) 地区(ＳＡ)
No. カテゴリー名 回答数 ％

1 東部 162 26.5

2 中部 231 37.8

3 西部 214 35.0

4 不明 4 0.7

611 100

(3) 業種(ＳＡ)
No. カテゴリー名 回答数 ％

1 製造業（機械・金属・電気） 127 20.8

2 製造業（繊維・化学・医療・その他） 70 11.5

3 製造業（食品） 41 6.7

4 建設業 104 17.0

5 卸売業 53 8.7

6 小売業 65 10.6

7 宿泊業 10 1.6

8 飲食業 12 2.0

9 運輸業 19 3.1

10 金融・保険・通信業 6 1.0

11 その他サービス業 65 10.6

12 異業種 9 1.5

13 その他 25 4.1

14 不明 5 0.8

611 100

※「異業種」は異業種で構成される組合

※平均数は４９人

合計

合計

合計

新型コロナウイルス緊急調査結果報告書（速報）

調査期間：２０２０年３月１２日～３月２５日（１４日間）

調査時点：３月９日

調査対象：会員組合及び組合員企業（８６５組合に対し２社以上の回答を要請）

回答件数：６１１件（有効回答数）ＦＡＸ又はメールによる回答

※ＳＡ：単一回答 ＭＡ：複数回答

１

合計 10人未満 10人以上30 30人以上60 60人以上 100人以上 300人以上 不明

全体 611 31.8 23.1 14.6 6.5 9.3 2.3 12.4

企業 389 23.4 27.5 19.3 9.8 13.1 2.8 4.1

組合 222 46.4 15.3 6.3 0.9 2.7 1.4 27.0



２．新型コロナウイルスの影響
（１） 現時点での影響・今後の状況（ＳＡ）

（２）具体的な影響（ＭＡ）
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中国製品（部品）入荷の遅れ

中国以外の海外からの製品（部品）入荷の遅れ

商品の欠品（調達難）

海外取引先の長期休業

中国国内への出荷の遅れ

中国以外の海外への出荷の遅れ

国内サプライチェーンの乱れ

海外サプライチェーンの乱れ

海外自社拠点の休業の長期化

キャンセルの発生による売上減少

休校による取引中止に伴う売上減少

休校による従業員の出勤への影響

外国人観光客の減少による売上減少

急激な需要増による生産・輸送体制の立ち遅れ

海外からの技能実習生等外国人材の受け入れ困難

資金繰り難

採用計画の修正・変更

雇用維持が困難

風評被害

その他

不明

％

※業種別に見た特長（ＭＡ）

・製造業、建設業：中国製品等の入荷の遅れ、国内サプライチェーンの乱れが1位、２位を占めた。

但し、食品製造業は、キャンセルによる売上減少が1位

・卸売業、小売業、飲食業、運輸業：キャンセルによる売上減少 が1位。

２

Ａ

Ｂ

すでにマイナスの

影響が出ている

42.7%

今後マイナスになる

可能性がある

41.6%

現在、今後ともマイナスの

影響はほとんどない

10.0%

プラスの影響が出ている

0.2%

今後プラスの影響が出る可能性がある

0.2%

わからない

3.8%

不明

1.6%

１位

２位

３位



（３）今年1月～３月における売上計画と見込みの比較（ＳＡ）

（％）

業種区分 合計 減少見込 増加見込 変化なし 不明 未回答

全体 611 48.4 0.8 40.8 8.3 1.6

製造業（機械・金属・電気） 127 59.8 0.0 33.9 4.7 1.6

製造業（繊維・化学・医療・その他） 70 35.7 1.4 48.6 14.3 0.0

製造業（食品） 41 63.4 0.0 31.7 4.9 0.0

建設業 104 17.3 1.0 69.2 6.7 5.8

卸売業 53 64.2 3.8 18.9 13.2 0.0

小売業 65 70.8 0.0 18.5 10.8 0.0

宿泊業 10 80.0 0.0 10.0 10.0 0.0

飲食業 12 91.7 0.0 0.0 8.3 0.0

運輸業 19 68.4 0.0 21.1 10.5 0.0

金融・保険・通信業 6 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0

その他サービス業 65 35.4 0.0 58.5 3.1 3.1

異業種 9 11.1 0.0 55.6 33.3 0.0

その他 25 44.0 0.0 48.0 8.0 0.0

※売上見込みの減少率（数値記入） （％）

業種区分
10％未

満

10～
30％未

満

30～
50％未

満

50～
80％未

満

80～
90％未

満

90％
以上

不明

全体 11.1 32.4 19.9 11.5 11.1 9.8 4.1

製造業（機械・金属・電気） 14.5 39.5 14.5 7.9 7.9 13.2 2.6

製造業（繊維・化学・医療・その他） 16.0 44.0 16.0 0.0 8.0 16.0 0.0

製造業（食品） 0.0 34.6 19.2 15.4 23.1 7.7 0.0

建設業 11.1 38.9 27.8 11.1 0.0 5.6 5.6

卸売業 11.8 23.5 23.5 11.8 17.6 5.9 5.9

小売業 8.7 26.1 21.7 17.4 10.9 6.5 8.7

宿泊業 0.0 25.0 37.5 25.0 12.5 0.0 0.0

飲食業 9.1 18.2 36.4 27.3 9.1 0.0 0.0

運輸業 30.8 15.4 15.4 0.0 15.4 23.1 0.0

金融・保険・通信業 0.0 66.7 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0

その他サービス業 4.3 34.8 17.4 17.4 4.3 13.0 8.7

異業種 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他 18.2 18.2 27.3 9.1 18.2 0.0 9.1

・全業種で見ると、「減少見込み」の回答が４８，４％。「変化なし」が４０．８％という結果となった。

・業種別にみると、様々なキャンセルにより小売業、宿泊業、飲食業に高い売上減少傾向がみられる。

建設業は「変化なし」の回答が多数を占めた。

・売上見込みの減少率３０％以下が業種別回答者全体の５０％以上となった業種

「製造業（機械・金属・電気）」「製造業（繊維・化学等）」「建設業」「金融・保険・通信」

・売上見込みの減少率８０％以上が業種別回答者全体の３０％以上となった業種

「製造業（食品）」「運輸業」「金融・保険・通信」

４



（４）当面の対策について

　　※全体の傾向（ＭＡ）

　※業種別の傾向
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商品・在庫の確保

現在の生産・販売計画の見直し

内製化の検討

別拠点での代替生産の実施（又は検討）

物流ルートの変更

設備投資の延期、縮小又は廃止

資金の確保

事業資産の売却による資金確保

従業員の再配置

テレワークの実施

雇用調整の検討、実施

取引先の見直し

新たな経営戦略の構築、実施

業界としての状況把握、陳情活動の実施

営業時間の縮小

廃業、一部事業中止の検討

特に対応していない

その他

不明

％

５

５位

４位

３位

２位

１位

順位 製造（機械・金属・電気） 製造（繊維・化学・医療） 製造（食料品）

１位 生産計画見直し 生産計画見直し 生産計画見直し

２位 資金の確保 商品在庫見直し（１位） 資金の確保

３位 設備投資延期等 内製化の検討 新戦略構築（２位）

順位 建設業 卸売業 小売業

１位 対応なし 商品在庫確保 商品在庫確保

２位 商品在庫確保 資金の確保（１位） 販売計画見直し

３位 新戦略構築 内製化の検討 資金の確保

順位 宿泊業 飲食業 運輸業

１位 資金の確保 資金の確保 資金の確保

２位 雇用調整の検討 新戦略構築 対応なし（１位）

３位 新戦略構築 販売計画見直し 物流ルート変更



（４）従業員感染対策（ＭＡ）

（５）ＢＣＰの策定状況について（ＳＡ）
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従業員への感染予防に向けた注意喚起

必要な情報収集と提供

手洗い・うがいなどの感染予防措置の徹底

マスクや消毒薬等衛生用品の備蓄又は設置

接客時におけるマスク着用指示

営業活動の自粛

出張の禁止

会議、交流会等の自粛

テレワークの実施

時差出勤の実施

労務管理規程の改正又は検討

ＢＣＰの見直し

その他

不明

％

策定済

15.5%

策定検討中

26.4%
策定していない

56.8%

不明 1.3％

６

１位

２位

３位

４位

５位

※業種別に見た策定状況

策定済 1位「金融・保険・通信」（66.7%） 2位「製造業（機械・金属・電気）」（28.3%）

検討中 1位「運輸業」（42.1%） 2位「製造業（機械・金属・電気）」（37.0%）

未策定 1位「建設業」（72.1%) 2位「飲食業」（66.7%）

建設業では策定検討中が19.2%（11分類業種中10位）、飲食業は25.0%（11分類業種中7位）



　※新型コロナウイルス拡大に対するBCPへの考え方について（ＳＡ）

　※ＢＣＰ策定にあたっての専門家支援のニーズ（ＳＡ）
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策定済のＢＣＰで対応する

策定済ＢＣＰを場合によってＢＣＰを見直す

策定済ＢＣＰに感染症に関する対策を追加する

これを機に新たにＢＣＰを策定する

ＢＣＰ策定の必要性は認識するが策定していない

ＢＣＰ策定は行わない

その他

不明
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（６）国・県等に対する要望について（ＭＡ）

　　※全体集計結果

　　※業種別要望事項順位

８

No. 国・県等に対する要望内容 回答数 ％

1 感染拡大早期終息に向けた具体的対策と見通しの開示 354 57.9

2 衛生対策等、科学的根拠に基づく正確な情報の提供 284 46.5

3 運転資金・設備資金の特別貸付制度等の金融制度拡充 233 38.1

4 国税・地方税の納付期限の延長、税率軽減の実施 226 37.0

5 社会保険料の免除・軽減 215 35.2

6 大胆な経済対策の提示・実施 201 32.9

7 雇用維持に向けた各種助成金の充実 166 27.2

8 下請け企業へのしわ寄せ防止の徹底 160 26.2

9 支援策活用のための申請書類の簡素化、利用の迅速化 152 24.9

10 返済猶予等を含めた既往債務の条件変更への柔軟な対応 148 24.2

11 中小企業・小規模事業者の現状を踏まえた最低賃金の設定 106 17.3

12 時間外労働上限規制に対する柔軟な措置 96 15.7

13 小中学校休校に伴う学校給食関係事業者への適正な補償 55 9.0

14 海外の社会経済情勢の提供 47 7.7

15 ＢＣＰ（事業継続計画）策定・改正に対する専門家派遣支援 29 4.7

16 労働環境整備に向けた専門家支援の充実 24 3.9

17 テレワーク導入に関する導入費用補助、専門的アドバイスの提供 21 3.4

18 その他 14 2.3

19 不明 41 6.7

順位 製造（ 機械・ 金属・ 電気） 製造（ 繊維・ 化学・ 医療） 製造（ 食品）

１ 位
感染終息に 向け た

具体的対策・ 見通し 開示
感染終息に 向け た

具体的対策・ 見通し 開示
感染終息に 向け た

具体的対策・ 見通し 開示

２ 位
科学的根拠に 基づく

正確な情報提供
科学的根拠に 基づく

正確な情報提供
科学的根拠に 基づく

正確な情報提供

３ 位
下請け 企業への
し わ寄せ防止

特別貸付制度等の
金融制度拡充

社会保険料の 減免

順位 建設業 卸売業 小売業

１ 位
感染終息に 向け た

具体的対策・ 見通し 開示
感染終息に 向け た

具体的対策・ 見通し 開示
感染終息に 向け た

具体的対策・ 見通し 開示

２ 位
科学的根拠に 基づく

正確な情報提供
科学的根拠に 基づく

正確な情報提供
科学的根拠に 基づく

正確な情報提供

３ 位
国税・ 地方税の 納付

期限延長・ 軽減
社会保険料の 減免 大胆な経済対策の 提示

順位 宿泊業 飲食業 運輸業

１ 位
感染終息に 向け た

具体的対策・ 見通し 開示（ １ 位）
国税・ 地方税の 納付

期限延長・ 軽減
感染終息に 向け た

具体的対策・ 見通し 開示

２ 位
雇用維持に 向け た 助成金

の 充実（ １ 位）
特別貸付制度等の
金融制度（ ３ 位）

特別貸付制度等の
金融制度拡充

３ 位
国税・ 地方税の 納付

期限延長・ 軽減
雇用維持に 向け た 助成金

の 充実（ ３ 位）
国税・ 地方税の 納付

期限延長・ 軽減


